
上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に
基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面に
は記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわら
ず、株主の皆様に電子提供措置事項からこれらの事項を除いたもの
を記載した書面を一律でお送りいたします。

第23回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

連結株主資本等変動計算書

連　結　注　記　表

株主資本等変動計算書

個　別　注　記　表

（2024年12月１日から2025年11月30日まで）

プライム・ストラテジー株式会社



業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ) 当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること並びに当社の業務の

適正を確保するため、コンプライアンスに関する教育・研修を適宜開催するとともに、
「コンプライアンス規程」等を定め、コンプライアンス意識の維持・向上を図る。

ロ) 当社の取締役は、当社に関し重大な法令違反、コンプライアンス違反その他重要な事実を
発見した場合、速やかに取締役会に報告する。

ハ) 取締役会の任意委員会として、委員の過半数を独立社外取締役で構成する指名・報酬委員
会を設置し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の決定に係る透明性と客
観性を高める。

ニ) 法令違反行為等に関する内部通報制度を運用し、問題の早期発見・未然防止を図るととも
に、通報者に対する不利益な扱いを禁止する。

ホ) 内部監査担当者及び監査等委員である取締役は、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）及び使用人の職務の執行が法令、定款、諸規程に適合しているか、会社の業務の適
正が確保されているかを監査する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ) 当社の取締役の職務執行に係る情報については、文書又は電磁的情報により電磁的に記録

し、法令、定款及び「文書管理規程」等の社内規程に従い適切に保存、管理を行う。
ロ) 取締役は、これらの文書等を常時閲覧することができるものとする。

③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ) 当社は、リスク管理の基礎として定める「リスク管理規程」及び「コンプライアンス・リ

スク管理委員会規程」に基づき、当社のリスクを横断的に管理するコンプライアンス・リ
スク管理委員会を設置し、各リスクの状況に関して継続的なモニタリングを行い、リスク
の早期発見と未然防止に努める。

ロ) リスク発生時には、「リスク管理規程」に従い、代表取締役をリスク管理統括責任者とす
る緊急事態対応体制を敷き、総力を挙げて、迅速に効果的な施策を実施し、事態の鎮静化
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に取り組み、被害を最小限にとどめるように努めるとともに、再発防止策を作成して実施
する。

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ) 当社は、全社AI化を継続して進め、テクノロジーによる業務遂行の迅速化・効率化・精緻

化並びにコスト低減を進める。
ロ) 当社は、取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌規程」「職務権限規

程」を定め、それぞれの職務及び権限、責任の明確化を図る。
ハ) 当社は、取締役会を毎月１回開催し、経営状況を共有するとともに、各組織の活動状況を

把握し取締役自らの業務執行の効率化を図る。
ニ) 当社は、指名・報酬委員会を設置し、審議した内容を取締役会に諮り決定することで、役

員の報酬に関する透明性と客観性を担保する。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ) 当社は、当社グループ全体のコンプライアンス、リスクマネジメント体制の構築に努め

る。
ロ) 当社は、当社グループの管理に関する「関係会社管理規程」に従い、当社グループ全体の

業務の円滑化と管理の適正化を図る。
ハ) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、子会社の損失の危険の発生を把握した場

合、直ちにその内容、発生する損失の程度及び当社に対する影響等について、当社の取締
役会に報告を行う。

ニ) 当社の内部監査担当は、子会社を定期的な内部監査の対象とし、内部監査の結果は当社の
代表取締役に報告を行う。

⑥ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使
用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項、並びに監査
等委員会の当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

イ) 監査等委員会が補助すべき使用人の登用を求めた場合、当該使用人は監査等委員会の指揮
命令下で監査等委員会補助業務を遂行する。

ロ) 当該使用人の人事異動、評価等の人事処遇に関する事項については、事前に監査等委員会
の同意を得た上で決定するものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び上
司その他の者からの独立性を確保する。
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⑦ 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等並びに当社の子会社の取締
役、監査役及び使用人等が当社の監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員
会への報告に関する体制

イ) 監査等委員会は、重要な意思決定のプロセスや業務執行状況を把握するため、取締役会の
ほか役員会及び希望する任意の会議に出席し、又は当社もしくは当社の子会社の取締役及
び使用人から業務執行状況の報告を求めることができ、取締役及び使用人は、これに応じ
て速やかに報告する。

ロ) 当社又は子会社の取締役及び使用人等は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与え
るおそれのある事実を発見した時には、当社の監査等委員会に対して、当該事実に関する
事項を速やかに報告しなければならない。

⑧ 当社の監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受
けないことを確保するための体制

イ) 当社は、監査等委員会に対して報告した者が当該報告をしたことを理由として不利益な取
り扱いを受けないことを確保するために、内部通報規程にその旨を定める。

ロ) 当社の内部通報窓口は、社内は管理部門、内部監査担当及び常勤の監査等委員である取締
役が、社外は顧問弁護士が担当し、通報の方法としては、電話・電子メール・FAX・クラ
ウドツール・書面及び面会による通報手段を設定し、定期的に社内に周知する。

⑨ 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続、その他の当該職
務の執行について生ずる費用又は債務の処理に関する方針に関する事項

イ) 当社の監査等委員が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をした
ときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと合理的に認められる場合を除き、速
やかに当該費用又は債務を処理する。

⑩ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ) 当社の監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合をもち、代表取締役の経営方針を確か

めるとともに、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスク、監査上の重要課題等につ
いて意見を交換し、代表取締役との相互認識と信頼関係を深めるよう努める。

ロ) 監査等委員会は、会計監査人及び内部監査担当者と定期的に情報交換を行い、相互の連携
を図る。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 取締役の職務の執行について
　定時取締役会を月に１回、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、当事業年度においては
取締役会を15回開催いたしました。取締役会には各取締役のほか、独立性を保持した監査等委
員も出席し、重要な職務執行に関する意思決定を監督しております。

② リスク管理体制について
　コンプライアンス・リスク管理委員会の各委員が連携し、リスク管理体制の強化、推進に努
め、具体的なリスクを想定、分類し、有事の際の迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備して
おります。また、内部監査担当者は、内部監査規程に基づき、組織横断的なリスクの状況把握、
監視を行い、定期的に代表取締役に対してリスク管理に関する事項を報告しております。

③ 内部監査の実施について
　内部監査担当者にて、社内各部署及び当社グループ各社が、法令、定款、社会規範、社内規
程、並びに業界団体の定めるガイドラインに従い適正な企業活動を行っているか、また、業務フ
ローにおいて適切な牽制が働いているか否かを、監査等委員会との相互協力のうえ、書類の閲覧
及び実地調査しております。また、内部監査担当者は、毎月１回、複数の部署及び当社グループ
各社に対して内部監査を行い、内部監査結果報告書を作成し、代表取締役に対し報告を行ってお
ります。

④ 監査等委員の職務の執行について
　監査等委員３名（うち常勤監査等委員１名）は、監査等委員会で策定された監査方針並びに監
査計画に基づいて、取締役会等の重要会議に出席し、取締役の職務執行を監査しております。
　常勤監査等委員は、内部監査担当者と定期的にコミュニケーションをとり、内部監査の実施状
況及び監査結果について報告を受け、内部監査の実施計画、具体的実施方法、業務改善策等に関
し、意見交換を行うとともに、社内各部署及びグループ企業各社の監査にあたり、内部監査担当
者と連携して、取締役・使用人からの事情の聴取、書類の閲覧、実地調査等を行っております。
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( 2024年12月１日から2025年11月30日まで)
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 444,847 404,981 556,901 △96 1,406,633

当 連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 8,951 8,951 17,902

剰 余 金 の 配 当 △74,078 △74,078

自 己 株 式 の 取 得 △65,651 △65,651

自 己 株 式 の 処 分 △704 21,904 21,200

自 己 株 式 処 分 差 損 の 振 替 704 △704 －

親会社株主に帰属する当期純利益 107,750 107,750
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 8,951 8,951 32,966 △43,746 7,122

当 連結会計年度末残高 453,798 413,932 589,868 △43,843 1,413,755

その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計
為替換算調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 6,392 6,392 1,413,026

当 連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 17,902

剰 余 金 の 配 当 △74,078

自 己 株 式 の 取 得 △65,651

自 己 株 式 の 処 分 21,200

自 己 株 式 処 分 差 損 の 振 替 －

親会社株主に帰属する当期純利益 107,750
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 2,247 2,247 2,247

当連結会計年度変動額合計 2,247 2,247 9,369

当 連結会計年度末残高 8,639 8,639 1,422,395

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 5 －



建物及び構築物 ３年～15年
工具、器具及び備品 ４年～６年

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社
・主要な連結子会社の名称 PRIME STRATEGY NEW YORK, INC.

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 棚卸資産
・仕掛品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定）を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産

　当社は定率法を採用しております。ただし、当社は、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
については、定額法によっております。また在外連結子会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ. 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、市場販売目的ソフトウエアについては、見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間（３
年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上する方法を採用しており、自社利用のソ
フトウエアについては、社内における利用可能期間（最長５年）に基づく定額法を採用しております。
　また、特許権については３年で償却しております。
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③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。
なお、当連結会計年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権
等もないため、貸倒引当金を計上しておりません。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループは、KUSANAGI Stack事業を展開しており、顧客との契約から生じる収益は、
「KUSANAGI」を利用する顧客のWebサイトの保守・運用をサブスクリプション型の月額課金にて行う
「KUSANAGIマネージドサービス」、サービス導入時や運用時のシステムインテグレーションを行う
「クラウドインテグレーションサービス」及びクラウド事業者などへのライセンス提供やブランド提供等
を行う「ライセンス販売」から構成されております。
　各サービスにおける収益を認識する通常の時点は以下のとおりです。
　「KUSANAGIマネージドサービス」については、一定期間の契約締結を行っており、サービス期間の
経過に伴って履行義務が充足されることで収益を認識しており、契約に基づく月額利用料を基に毎月収益
を認識しております。
　「クラウドインテグレーションサービス」については、各顧客の要求する仕様を満たす必要があること
から、各サービスの個別性が高く、完了までに一定の期間を要します。このような契約においては、履行
義務の充足に係る進捗度に基づき、一定期間にわたり収益を認識しております。進捗度は総原価見積額に
対する連結会計年度末までの発生原価の割合に基づき算定しております。なお、契約における取引開始日
から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い契約については代替的な取扱いを
適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しておりま
す。
　「ライセンス販売」については、契約に基づく顧客へのサービス提供が、一定の期間にわたり継続的に
履行義務を充足する取引であると判断しており、契約期間にわたり一定の役務提供がなされるため、顧客
との契約におけるサービス提供期間にわたり契約に基づく取引価格を按分し収益を認識しております。
　なお、これらの履行義務に対する対価は、履行義務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要
な金融要素を含んでおりません。
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普通株式 3,552,000株

普通株式 40,031株

決議 株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年１月14日
取締役会 普通株式 74百万円 21円 2024年11月30日 2025年２月28日

決議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2026年１月14日
取締役会 普通株式 利益剰余金 77百万円 22円 2025年11月30日 2026年２月27日

２. 会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定
める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更が連結計算書類に与える影響はありませ
ん。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸
表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適
用しております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記
　記載すべき重要な会計上の見積りはありません。

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び総数

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
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普通株式 179,400株

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
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連結貸借対照表計上額(＊1) 時　　　価(＊1) 差 額

① 長 期 借 入 金 （ ＊ 2 ） （62,316） （60,894） △1,421

5. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、事業活動の維持拡大に必要な資金については、銀行等金融機関からの借入により調達し
ております。また、一時的な余資は短期的な預金等に限定して運用しております。なお、デリバティブ取引
は利用しておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　未収入金は、取引先企業の信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金、未払法人税等は、１年以内の支払期日のものです。
　借入金は、運転資金に係る資金調達です。また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりま
す。返済は決算日後最長５年後であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理

　当該リスクに関しましては、当社グループの「与信管理規程」に従い、常時販売活動を通じて取引先
の信用状況を把握し、不良債権の抑止に努めております。

ロ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　適時に資金繰り計画を作成・更新することにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ
り、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2025年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであり
ます。なお、「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「買掛金」「未払法人税等」については、現金であるこ
と、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま
す。

（単位：千円）

（＊1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊2）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
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区 分
時 価 （ 千 円 ）

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

長 期 借 入 金 － 60,894 － 60,894

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
　該当事項はありません。

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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当連結会計年度
（自　2024年12月１日

至　2025年11月30日）
一時点で移転される財又はサービス（注） 153,388千円
一定の期間にわたり移転される財又はサービス 733,655
顧客との契約から生じる収益 887,044
その他の収益 －
外部顧客への売上高 887,044

当連結会計年度
（自　2024年12月１日

至　2025年11月30日）
KUSANAGI マネージドサービス 598,930千円
クラウドインテグレーションサービス 128,036
ライセンス販売 160,076
外部顧客への売上高 887,044

6. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　顧客との契約から生じる収益を収益認識の時期別に分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

（注）契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い契約
については、代替的な取扱いを適用し、一時点で移転される財又はサービスの金額に含めて記載しておりま
す。

　また、「KUSANAGI Stack事業」の主要なサービス毎の収益の分解情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

（表示方法の変更）
　当連結会計年度から、より投資者等への理解に資するため、サービスの性質に着目して主要なサービス毎
の収益の分解情報の区分を変更しております。従来、収益の発生態様の類似性から「ライセンス販売」に含
めていた一部の無形資産の利用許諾収入等については「クラウドインテグレーションサービス」に、また同
様に、収益の発生態様の類似性から「クラウドインテグレーションサービス」に含めていた一部のライセン
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当連結会計年度（千円）
契約負債（期首残高） 18,704
契約負債（期末残高） 11,739

(1) １株当たり純資産額 405円01銭
(2) １株当たり当期純利益 30円68銭

ス関連収入については「ライセンス販売」に含めて表示しております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「１．連結計算書類の作成
のための基本となる重要な事項に関する注記等　（3）会計方針に関する事項　④　重要な収益及び費用の
計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約負債の残高等

　契約負債は、「KUSANAGI Stack事業」のうち、主に「KUSANAGIマネージドサービス」にお
いて、期末日時点で充足していない履行義務に係る顧客より支払われた前受金となります。なお、
契約負債は収益の認識に伴い取り崩され、当連結会計年度の期首現在の契約負債残高は、すべて当
連結会計年度の収益として認識されています。
　当連結会計年度における契約負債の残高に重要な変動はありません。
　また、過去の期間に充足した履行義務又は部分的に充足した履行義務から当連結会計年度に認識
した収益の額はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契
約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しておりま
す。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありま
せん。

7. １株当たり情報に関する注記
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8. 重要な後発事象に関する注記
（GMOインターネットグループ株式会社による当社株式に対する公開買付けの結果及び親会社の異動）

　当社は、2025年11月25日開催の当社取締役会において、GMOインターネットグループ株式会社（以下
「公開買付者」といいます。）による当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付
け（以下「本公開買付け」といいます。）に関し、賛同の意見を表明するとともに、本公開買付けに応募す
るか否かについては、中立の立場をとり、当社の株主の皆様のご判断に委ねることを決議いたしました。
　なお、当社株式は本日現在、東京証券取引所スタンダード市場に上場されておりますが、本公開買付けは
当社株式の上場廃止を企図するものではなく、本公開買付け成立後も当社株式の東京証券取引所スタンダー
ド市場への上場は維持されます。
　本公開買付けは、2025年11月26日から2025年12月23日まで実施され、2025年12月24日付「GMOイ
ンターネットグループ株式会社による当社株式に対する公開買付けの結果並びに親会社、親会社以外の支配
株主、主要株主である筆頭株主及び主要株主の異動に関するお知らせ」において公表しているとおり、当社
は、本公開買付けに応募された当社株式の数の合計が買付予定数の下限（1,849,400株）以上となりました
ので、本公開買付けは成立した旨の報告を受けました。
　本公開買付の結果、2025年12月26日（本公開買付けの決済の開始日）をもって、当社の総株主の議決権
に対する公開買付者の所有する議決権の割合が50％を超えることとなるため、公開買付者は、新たに当社の
親会社に該当することとなりました。
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( 2024年12月１日から2025年11月30日まで)
株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 444,847 404,847 － 404,847 512,428 512,428 △96 1,362,026 1,362,026
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 8,951 8,951 8,951 17,902 17,902
剰余金の配当 △74,078 △74,078 △74,078 △74,078
当 期 純 利 益 97,870 97,870 97,870 97,870
自 己 株 式 の
取 得

△65,651 △65,651 △65,651

自 己 株 式 の
処 分

△704 △704 21,904 21,200 21,200

自己株式処分
差 損 の 振 替

704 704 △704 △704 － －

当期変動額合計 8,951 8,951 － 8,951 23,087 23,087 △43,746 △2,757 △2,757
当 期 末 残 高 453,798 413,798 － 413,798 535,515 535,515 △43,843 1,359,268 1,359,268

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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建物 ３年～15年
工具、器具及び備品 ４年～６年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
② 棚卸資産

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　当社は定率法を採用しております。ただし、当社は、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、市場販売目的ソフトウエアについては、見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間（３
年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上する方法を採用しており、自社利用のソ
フトウエアについては、社内における利用可能期間（最長５年）に基づく定額法を採用しております。
　また、特許権については３年で償却しております。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。
なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等も
ないため、貸倒引当金を計上しておりません。

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社は、KUSANAGI Stack事業を展開しており、顧客との契約から生じる収益は、「KUSANAGI」を
利用する顧客のWebサイトの保守・運用をサブスクリプション型の月額課金にて行う「KUSANAGIマネ
ージドサービス」、サービス導入時や運用時のシステムインテグレーションを行う「クラウドインテグレ
ーションサービス」及びクラウド事業者などへのライセンス提供やブランド提供等を行う「ライセンス販
売」から構成されております。
　各サービスにおける収益を認識する通常の時点は以下のとおりです。

－ 16 －



関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 3,201千円
短期金銭債務 2,946千円

　「KUSANAGIマネージドサービス」については、一定期間の契約締結を行っており、サービス期間の
経過に伴って履行義務が充足されることで収益を認識しており、契約に基づく月額利用料を基に毎月収益
を認識しております。
　「クラウドインテグレーションサービス」については、各顧客の要求する仕様を満たす必要があること
から、各サービスの個別性が高く、完了までに一定の期間を要します。このような契約においては、履行
義務の充足に係る進捗度に基づき、一定期間にわたり収益を認識しております。進捗度は総原価見積額に
対する事業年度末までの発生原価の割合に基づき算定しております。なお、契約における取引開始日から
完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い契約については代替的な取扱いを適用
し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
　「ライセンス販売」については、契約に基づく顧客へのサービス提供が、一定の期間にわたり継続的に
履行義務を充足する取引であると判断しており、契約期間にわたり一定の役務提供がなされるため、顧客
との契約におけるサービス提供期間にわたり契約に基づく取引価格を按分し収益を認識しております。
なお、これらの履行義務に対する対価は、履行義務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要な
金融要素を含んでおりません。

２. 会計方針の変更に関する注記
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定
める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更が計算書類に与える影響はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸
表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当事業年度の期首から適用し
ております。なお、当該会計方針の変更による前事業年度の計算書類への影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記
　記載すべき重要な会計上の見積りはありません。

4. 貸借対照表に関する注記
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関係会社との取引高
売上高 1,351千円
その他の営業取引高 6,032千円

普通株式 40,031株

(1) １株当たり純資産額 387円04銭
(2) １株当たり当期純利益 27円86銭

5. 損益計算書に関する注記

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

7. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税、関係会社株式となっております。
　なお、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立
したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われること
になりました。
　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産
及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算しております。
　この変更による影響は軽微です。

8. 関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

9. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 6．収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
（重要な後発事象）
　「連結注記表　８．重要な後発事象に関する注記」をご参照ください。
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